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抄録
目的：災害対策が相対的に進んでいる透析施設を対象とした質的調査に基づき，災害対策の推進要因
を明らかにすることである．
方法：♳対象施設の選択：日本透析医会の会員施設全数を対象に行った災害対策に関する量的調査で
は，患者対策，職員対策，透析設備／備品対策，地域組織とのネットワーク対策（以下，ネットワー
ク対策），一般的管理対策の区分の中で，患者対策とネットワーク対策の実行度が相対的に遅れてい
たことが明らかにされた．そのため，量的調査で，患者対策とネットワーク対策それぞれについて実
行度が高く，さらに質的調査に協力する意向を示した施設（各15施設，しかし両対策とも実行度が高
い施設が 4 施設あったため合計26施設）を対象とした．♴調査対象と方法：選択した施設の災害担当
責任者を対象に半構造化インタビューを実施した．インタビューの項目は，上記の 2 区分の対策に加
えて，実行度が比較的低かった職員対策，および施設全体の災害対策の工夫・進め方で構成した．♵
分析方法：逐語録に基づき質的記述的分析法で行った．
結果：調査の結果，患者対策，ネットワーク対策それぞれ12施設（両方の実行度が高い施設が 4 施設），
計20施設の調査が完了した．災害対策を先進的に行っている施設では，対策を前進させるため以下の
ようなことを行っていた．患者対策については，現実に役立つ連絡体制の構築，患者のニーズに合わ
せた事前の情報周知，実践重視の避難訓練，職員対策に関しては，職員目線の対策，日常業務の活用，
主体性を引き出すスタッフ教育，ネットワーク対策については，実践的な組織的連携，手段・目的を
明確にした連携，顔の見える関係を築く，であった．災害対策の全体的な推進要因には，災害対策へ
のニーズの自覚，災害対策の意識を持ち続ける，震災対策の機運の高まりがあった．
結論：透析施設の災害対策を推進させるためには，患者・職員の主体性を引き出す，日常業務の中に
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I．緒言
透析患者が大規模災害によって被る健康被害は直接的

なものに限らない．透析施設への水や電気の供給が止ま
る，通院手段が失われるなど社会的基盤が喪失した場合
にも，透析施設で透析を受けることができなくなり，間
接的な健康被害を受けることになる[1]．透析患者が大
規模災害によって受ける直接的・間接的な健康被害を最
小限にとどめるには，国，地方自治体，透析施設，透析
患者がそれぞれの立場から災害発生を想定し，それに備
えた準備を行わなければならない．施設が遵守すべき災
害準備のマニュアルやガイドラインも作成されている
[2]．しかし，透析患者についてはSugisawa et alの研究
[3]によって，透析施設についても日本透析医学会[1]と
Sugisawa et al[4]による調査・研究によって，実行度が
低い災害対策の分野があることが示されている．災害対
策の実行度を高めていくためには，その推進・阻害要因

を解明する必要があり，この研究課題に関しては，数は
少ないものの透析患者・透析施設それぞれを対象とした
量的研究が行われてきている[3,4]．量的な研究では，透
析患者の災害準備の促進には，施設のスタッフから災害
準備に関する情報提供がなされること[3]，透析施設の
災害準備については，災害対策責任者の災害準備の自己
効力感や災害準備についての周囲からの支援が促進要因
であることが示されている[4]．
透析以外の医療施設については，全国規模の量的調査
によって災害対策における施設間ネットワークの構築や
災害時の事業継続計画の策定が遅れていることが明らか
にされている[5,6]．災害準備の促進・阻害要因について
も，医療施設の規模，設置主体，災害拠点病院の指定や
被災経験の有無に着目した分析が行われている[7,8]．質
的研究では，「職員の災害意識の低さ」「マニュアルの不
備」などが災害準備上の支障や障害となっていること，

組み込む，さらに施設全体としてはキーパーソンを育てることの重要性が示唆された．

キーワード：透析施設，災害対策責任者，質的記述的分析，患者対策，地域のネットワーク対策

Abstract
Objectives: This qualitative study explored factors promoting disaster preparedness (DP) in dialysis facili-
ties by investigating facilities with relatively advanced preparedness.
Methods: (1) Choice of advanced facilities: A quantitative survey on DP in dialysis facilities was conducted 
on all the facilities operated by members of the Japanese Association of Dialysis Physicians. Questionnaires 
inquired about their accomplishment of five DP targets: Patients, Staff, Equipment/Infrastructure, Cooper-
ation with community organizations　(Cooperation), and General management. Results indicated that DP 
accomplishment in facilities participating in the survey regarding Patients and Cooperation was lower than 
for the other targets. We selected 30 facilities in the descending order of accomplishing each target (15 fa-
cilities for Patients and 15 facilities for Cooperation) with five facilities being selected for both targets. We 
finally conducted interviews in 25 facilities. (2) Survey methods: Semi-structured interviews were conduct-
ed with the staff in charge of DP. Interview items included methods of advancing DP for each target, DP for 
the staff (a target of relatively low accomplishment scores), and DP for the entire facility. Twenty facilities (8 
facilities for Patients, 8 facilities for Corporation, 4 facilities for Patients and Corporation) participated in the 
interviews. (3) Analytical method: A qualitative descriptive analysis of verbatim interview records.
Results: Facilities with high DP accomplishment for Patients (1) developed methods showing practical ben-
efits in communicating with patients, (2) disseminated DF information according to patientsʼ demands, and (3) 
conducted practical evaluation drills. Facilities with high DF performance by Staff (1) conducted measures 
from the staffʼs perspectives, (2) conducted drills utilizing daily tasks, and (3) conducted education for pro-
moting spontaneity. Facilities with high DF accomplishment for Cooperation (1) developed practical coop-
eration, (2) established Cooperation with a clear purpose and meaning, and (3) developed face-to-face rela-
tionships with the staff of other organizations. DP promotive factors in an organization as a whole included (1) 
awareness of DP needs, (2) maintaining awareness of DPʼs crucial role, and (3) increasing the momentum 
for DP through experiences of large natural disasters.
Conclusion: It is suggested that developing the spontaneity of patients and staff, incorporating DP into dai-
ly tasks, and nurturing key DP personnel in facilities are essential for developing DP in dialysis facilities.

keywords:  dialysis facilities, disaster preparedness managers, qualitative and descriptive analyses, disaster 
preparedness for patients, community-based disaster preparedness networks
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「防災訓練」「職員の行動規準」の面で工夫が行われて
いることが明らかになっている[9,10]，国外においても，
医療施設を対象とした量的研究によって，日本と同じよ
うに施設間のネットワークの確立など，災害準備が遅れ
ている分野があること[11-13]，さらに災害の危険度への
認識や地域差など限定的な要因ではあるが，災害準備に
関連する要因の解明も行われている[14,15]．質的研究で
は地震の被災経験に基づき災害対策上の課題を明らかに
した研究がある[16]．
以上のように，透析以外の医療施設においても災害準

備に関する量的・質的な研究の蓄積が図られてきている．
その中で，質的研究に着目した場合，災害準備の先進事
例を取り上げ，その推進要因を解明する課題は，災害準
備が遅れている医療施設の底上げ策を考える際に重要な
示唆を与える．しかし，内外の研究をレビューした結果，
このような課題に取り組んだ研究は透析だけでなく一般
の医療施設に対象を広げてみてもほとんどない．本研究
では，災害対策を先進的に行っている透析施設を対象と
した質的調査によって，災害対策の推進要因を明らかに
する．

II．方法

 1 ．対象
杉澤ら[17]は日本透析医会の会員施設全数を対象に，
患者対策，職員対策，協力体制に係るネットワーク対策
（以下，ネットワーク対策），建物・設備に対する対策，
一般的な管理対策という各区分の実行度に関する調査を
行った．この調査の結果では，患者対策とネットワーク
対策が実行度の低い区分であった．そのため，量的調査

の回答者の中で患者対策とネットワーク対策のそれぞれ
について実行度が高く，さらに量的調査の中で質的調査
に応諾した各15施設の災害担当責任者に対して質的調査
を依頼した．図 1 には量的調査で明らかにされた患者対
策とネットワーク対策の実行度の分布を示している．注
には実行度を評価する際に用いた項目と実行しているか
否かの判断基準を示している． 10項目で評価された患
者対策については，実行している項目数の全体平均は
3.79であった． 8 項目以上実行している施設を対象施設
として選択した． 5 項目で評価されたネットワーク対策
は，実行している項目数の全体平均は2.42であった． 5 項
目すべてを実行している施設を対象施設として選択した．
調査に際しては，患者対策とネットワーク対策のいずれ
も実行度が高い施設が 4 施設あるため，調査を依頼した
のは26施設であった．

 2 ．調査方法
対面もしくはオンラインによるインタビューを実施し
た．オンラインによるインタビューとしたのは，コロナ
禍の透析施設への立ち入りが制限された施設があったか
らである．インタビュー項目は，患者対策とネットワー
ク対策，さらに実行度が比較的低かった職員対策を柱建
てとし，それぞれの対策について，①課題，②推進方法
についてであった．加えて，施設全体の災害対策の推進
方法についてもインタビューした．1施設あたりのインタ
ビュー時間は25～60分であった．インタビュー内容は対
象者の承諾を得て録音した．調査期間は2020年 3 月～10
月であった．インタビューは執筆者のYS，TK，HSが行っ
た．調査依頼の結果，患者対策とネットワーク対策につ
いて各12施設（患者対策とネットワーク対策のいずれも
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1） 図は文献[17]のデータを用いて新しく作成したものである．
2） 実行度は以下10項目それぞれへの回答結果への配点を合計して評価した．「災害時における施設への連絡手段」「透析間隔が開いた場合の食事
管理の周知」「自力避難困難な人の搬送依頼先の周知」「災害時における診察状況の確認方法の周知」「透析のバックアップ体制の周知」「透析
中の災害発生時への対応方法の周知」「透析施設内の避難方法・経路の周知」「避難先の事前確認の周知」の 8 項目については，それぞれ「文書・
口頭の両方でしている」に 1 点，それ以外の回答には 0 点，「災害時の患者への連絡手段の確保」と「ドライウエイトの確認指導」の 2 項目
については，それぞれ「している」に 1 点，「していない」に 0 点を配点した．満点が10点であった．

3） 実行度は，「関係機関と必要な電力・水の供給体制の話し合い」「災害発生時の医薬品・医療器材の調達に関する企業との協定」「他の医療施
設との災害時の相互援助の取り決め」「災害時の関係機関などの応援の程度の把握」「災害時の通信手段の複数確保」の 5 項目によって評価し，
それぞれ「している」に 1 点，「していない」に 0 点を配点し，その合計点を算出した．満点が 5 点であった． 

図 1　患者とネットワーク対策の実行度の分布と調査対象施設の実行度1)

患者対策の実行度の分布2） ネットワーク対策の実行度の分布3）



J. Natl. Inst. Public Health, 70 (5) : 2021

清水由美子，熊谷たまき，杉澤秀博，篠田俊雄，宍戸寛治，馬上和久

572

実行度が高い施設は 4 施設）計20施設から協力が得られ
た．

 3 ．分析方法
質的記述的分析法を用いた．録音した音声データから

逐語録を作成し，患者対策，ネットワーク対策，職員対
策それぞれの推進方法，さらに施設全体としての災害対
策の推進方法を分析焦点とし，意味のまとまりごとに
コードを生成させた．さらにサブカテゴリー，カテゴ
リーへと抽象度の高い概念の生成を行った．分析はまず
はYSが行い，分析結果を質的分析の経験が豊富なTKと
HSがレビューした．レビューの結果，意見の相違があっ
た場合には 3 人による合議による修正を加え，最終的な
分析結果とした．さらに透析施設の長として，さらに全
国の透析施設の災害対策を推進する立場にあるTSとKS，
患者の立場にあるKMが分析結果をレビューし，その妥
当性を確認した．

 4 ．倫理的事項
本研究では，研究の目的，データの管理・個人情報の
保護について書面で説明した後，調査への協力に同意
した人のみに調査を行った．本研究は2019年10月10日
に桜美林大学の研究倫理審査委員会の承認（承認番号: 
19028）を得た．

III．結果

 1 ．分析対象者の概要
表 1 には，分析対象者の職種，所属施設の種類を示し
た．対策を区別せずに対象者と施設の紹介をすれば，分
析対象者の職種は医師が14人，臨床工学技士が 7 人，看
護師が 4 人であった（複数人が面接聴取に応じた施設
もあったため，対象者は20人を超える）．施設の種類は，
診療所が 9 ，私立病院が 6 ，自治体立病院が 3 ，大学附
属病院が 2 であった．
表 2 には，患者対策，職員対策，ネットワーク対策，

加えて災害対策の全体的な推進方法に関する質的分析の
結果を示した．以下，《　》はカテゴリー，【　】はサブ
カテゴリーを示している．

 2 ．対策の推進方法
1患者対策
患者を対象とした災害対策の推進方法については，《現

実に役立つ連絡体制の構築》《患者のニーズに合わせた
事前の情報周知》《実践重視の避難訓練》の 3 カテゴリー
が生成された．
《現実に役立つ連絡体制の構築》は，これまで汎用さ

れてきた災害用伝言ダイヤルやメール，ソーシャルネッ
トワークサービス（SNS）に加えて，新しい手段として
ラジオのFM放送を活用しているなど【複数の通信・連
絡手段の確保】とともに，定期的に患者に災害用伝言

ダイヤルにかけてもらうなど【平常時から情報伝達訓
練の実施】も含まれていた．《患者のニーズに合わせた
事前の情報周知》は，【災害時に透析を受けられる施設
のリストアップを指導】【個別指導による災害教育を実
施】【透析管理情報の携帯奨励と情報の定期更新】とい
う 3 サブカテゴリー，《実践重視の避難訓練》について
は，実際に歩いて【透析施設から一次避難場所への経路
の確認（ 1 回/年）】や【避難訓練への患者・家族の参加
（ 1 ～ 3 回/年）】というサブカテゴリーがまとめられた
ものである．
2職員対策
《職員目線の対策》《日常業務の活用》《主体性を引き
出すスタッフ教育》の 3 カテゴリーが生成された．
《職員目線の対策》は，【簡便なアクションカードの
作成】と【インセンティブによる人員確保】という 2 つ
のサブカテゴリーから生み出されたカテゴリーであっ
た．【簡便なアクションカードの作成】に際しては，役
割と人数のみを示すなど簡便化し，動きやすさが重視さ
れていた．【インセンティブによる人員確保】について
は，災害時にいち早く施設に駆けつけるスタッフを確保
するために施設に近いところに居住するスタッフに通常
よりも高額の通勤費を給付するなどの工夫を行っていた．
《日常業務の活用》では，回路を外して避難し避難場所
で抜針する練習，返血後に回路を切断する訓練を定期的
に実施，緊急離脱の方法を変え透析中のトイレ中断と同
様にするなど【離脱訓練への活用】，業務開始前に【ア
クションカードによる訓練を組み込む】というような工
夫が行われていた．加えて，リーダー業務に災害用伝言
ダイヤルへの録音を組み込んだりする【連絡体制整備に
生かす】工夫もなされていた．
《主体性を引き出すスタッフ教育》に関しては，定期
的にメンバーを入れ替えて【全スタッフが災害担当を経
験する】，全スタッフが集まる研修会を定期開催し，【ス
タッフ同士の意見交換を重視】するという活動が行われ
ていた．さらに，患者を巻き込んでマニュアル等を作成
することでスタッフも行動せざるを得ないなど【患者を
巻き込む活動】も発言にみられた．
3協力体制に係るネットワーク対策
《実践的な組織的連携》《手段，目的を明確にした連
携》《顔の見える関係を築く》の 3 カテゴリーが生成さ
れた．
《実践的な組織的連携》に関しては，【定期的な情報
伝達訓練の実施】【多施設の協働による災害対策訓練】
の他，災害派遣時に戸惑わないよう相互に施設訪問を行
い，他施設の機器の使い方を知っておくなど【透析施設
の相互理解・相互協力に向けた取り組み】，さらに【各
種ツールを活用したネットワーク内での情報伝達手段の
構築】というサブカテゴリーから作られた．
《手段，目的を明確にした連携》は，連携を通じての
み対策が可能であることを明確にし，そのために事前準
備を行うことであった．具体的には，自治体や公共機関
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表 2　災害対策の分野別推進要因

区分 《カテゴリー》 【サブカテゴリー】 サブカテゴリー生成
に利用した施設のID

患者対策

現実に役立つ連絡体制の構築
複数の通信・連絡手段の確保 1,3,8,10,11,12
平常時から情報伝達訓練の実施 3,4,5,7,8,9,11,12

患者のニーズに合わせた事前の情
報周知

災害時に透析を受けられる施設のリストアップを指導 9,12
個別指導による災害教育を実施 1,5,6,9,10,12
透析管理情報の携帯奨励と情報の定期更新 4,5,6,7,8,9,10

実践重視の避難訓練
透析施設から一次避難場所への経路の確認（ 1 回/年） 2,9
避難訓練への患者・家族の参加（ 1 ～ 3 回/年） 2,4,8,12

職員対策

職員目線の対策
簡便なアクションカードの作成 1,2,12,13,19
インセンティブによる人員確保 1,2,7

日常業務の活用
アクションカードによる訓練を組み込む 2,8,9
離脱訓練への活用 2,3,4,9,10
連絡体制整備に生かす 12,16,19,20

主体性を引き出すスタッフ教育
全スタッフが災害担当を経験する 1,12,19
スタッフ同士の意見交換を重視 2,8,10,11,13,19
患者を巻き込む活動 9

協力体制に係るネットワーク対策

実践的な組織的連携

定期的な情報伝達訓練の実施 2,4
多施設の協働による災害対策訓練 1,16,17,19
透析施設間の相互理解・相互協力に向けた取り組み 1,2,4,17,18,20
各種ツールを活用したネットワーク内での情報伝達手段の構築 1,4,17

手段，目的を明確にした連携

水や電力供給に関する調整 1,2,4,13,14,17,18
患者搬送や要支援者名簿作成に関する連携 1
医療品メーカーとの連携 13
マスメディアの活用 4

顔の見える関係を築く

行政担当者（県，市区，特別区／政令市保健所）の理解を促す 2,3,4,13,14,16,17
近隣の透析施設との日頃からの連携・交流 2,14,17
日ごろからの個人的なネットワークづくり 13,14,17
エリア内の小グループでの協力体制 1,13,14,15,17,20

対策全般

災害対策ニーズの自覚
被災経験に基づく課題の洗い出し 3,10,11,14,19
患者の高齢化に直面 7,19,20

災害対策意識を持ち続ける
スタッフを対象とした災害経験の話し合いや学習機会の定期開催 3,18
患者に対する繰り返しの教育 1,3,9,10,11
キーパーソンの存在 2,3,9,14,16

震災対策の機運
震災体験に基づく危機感 4,6,11,12,13,14,19,20
行政の主導的な役割 1,6,16,17
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については【水や電力供給に関する調整】【患者搬送や
要支援者名簿作成に関する連携】，メーカーについては
【医療品メーカーとの連携】というように目的が明確に
された連携が図られていた．目新しいこととしては，災
害時に透析関連情報の広報手段としてテレビやFMラジ
オ，有線放送などを活用できるよう【マスメディアの活
用】も見られた．
《顔の見える関係を築く》は，組織的な連携を有効に

機能させるための必要な条件として位置づけられ，そ
のためにいくつかの工夫がみられた．【行政担当者（県，
市区，特別区／政令市保健所）の理解を促す】ため，ネッ
トワーク会議に行政関係者に参加してもらい，透析医療
について丁寧に説明していた．普段から近隣施設との関
係を重視し，定期的な講演会や情報共有・ディスカッ
ションの機会を通じ顔見知りになるなど【近隣の透析施
設との日頃からの連携・交流】を行っていた．加えて【日
ごろからの個人的なネットワークづくり】の重要性が示
された．すなわち，個人的なネットワークが広域避難の
ための協力施設を複数確保したり，近隣の食料品店に災
害時の食料供給について相談し協力をとりつけたなどの
災害準備に役立っていた．さらに，エリア内を数ブロッ
クに分け，取りまとめ役としてブロック長を置くなど【エ
リア内の小グループでの協力体制】により，参加者の関
係性が密になるような組織運営上の工夫がなされていた．
4災害対策全般
災害対策全般の推進要因として生成されたのは，《災

害対策ニーズの自覚》《災害対策意識を持ち続ける》《震
災対策の機運》の 3 カテゴリーであった．
《災害対策ニーズの自覚》とは，連絡方法の混乱を経
験する，実施した離脱方法が統一されていないなど【被
災経験に基づく課題の洗い出し】だけでなく，透析患者
と家族の高齢化・独居の高齢透析患者の増加など【患者
の高齢化に直面】することによるニーズの自覚があり，
このことが震災対策推進への動機づけにつながっていた．
《災害対策意識を持ち続ける》とは，普段意識していな
いことは災害時にもできないという理念のもと，【スタッ
フを対象とした災害経験の話し合いや学習機会の定期開
催】や【患者に対する繰り返しの教育】など意識喚起を
定期的に行うことであった．加えて，施設のトップが災
害対策を重視する姿勢を示すとともに組織内でリーダー
シップをとる人間がいるなど【災害対策のキーパーソン
の存在】も大きな役割を果たしていた．《震災対策の機
運》とは，災害時の支援ネットワークを立ち上げたのは，
【震災体験に基づく危機感】が大きいということであっ
た．同時に【行政の主導的な役割】では，行政が推進役
となり，地域災害医療コーディネーターの設置などで災
害対策のネットワーク構築に大きく貢献していた．

IV．考察

透析施設の災害対策の実行度については，協力体制に

係るネットワーク対策と患者対策が低いレベルにあるこ
とが明らかにされているものの，その実行度をどのよう
に高めていくか，その推進要因の解明は進んでいない．
推進要因に関する質的・量的研究が乏しいのは透析施設
に限定されない，緒言で述べたように，一般の医療施設
についても共通にあてはまる．
透析患者の間では災害に対する準備が十分でないこと
が明らかにされている[3]．災害に脆弱な患者の健康被
害を少なくするためには，このような患者が受診する医
療機関による災害対策支援が重要であると指摘されてい
る[18]．そのため，透析施設による患者対策は，患者の
災害対策を拡充するために喫緊の課題である．しかし，
透析施設がどのように患者対策を拡充していくことが可
能か，その方法は明確でない．腹膜透析の患者に対する
教育については，腹膜透析の管理を患者が自分できちん
とできるよう，患者の能力や学ぶ姿勢によるニーズの違
いを反映した個別的な教育が目指されている[19]．本研
究の分析でも，《患者のニーズに合わせた事前の情報周
知》が重要であることが明らかにされ，腹膜透析の患者
教育で目指されていることが支持される結果であった．
災害情報の周知に関しても，患者の災害情報ニーズを理
解し，それに合わせた情報提供が必要であることが示唆
されたといえよう．
災害の実地訓練については，従来から職員に対して実
践的な知識の習得や自信をつけるための有効な方法とし
て，職員対策の中に位置づけられてきた[20]．本研究で
は，職員だけでなく患者についても《現実に役立つ連絡
体制の構築》および《実践重視の避難訓練》というように，
災害対策への注意を喚起し，必要な知識を習得するため
に，実践的な訓練への参加が重要であることが示唆され
ている．以上のような患者対策は，一般医療施設の災害
準備では重要な分野として位置づいていない[21]．患者
に関連した対策としては被災した患者の受け入れが主要
な分野の一つとなっている．そのため，一般の医療施設
を対象とした研究では，病院に通院中の患者対策につい
ての知見はほとんどない．
職員対策については，災害訓練・災害教育の機会の確
保，および災害対策の具体化の 2 点で興味深い知見を得
ている．一般の医療施設においても，第 1 の災害訓練・
災害教育の機会の確保に関しては，災害対策への自信を
高めるために不可欠であるという意見が多いものの[20]，
訓練や教育を実際に行うことは費用面，労力面で施設に
大きな負担となるため[22]，その実施に躊躇する施設も
少なくない．コスト削減と時間的な制約の中で，一般の
医療施設，中でも規模の小さな施設では実施訓練に替わ
る方法として机上訓練が提唱されている[23]．本研究で
は，机上訓練を実施している透析施設はなかったものの，
これとは異なる方法が採用されていることが明らかにさ
れた．すなわち，【離脱訓練への活用】，業務開始前に【ア
クションカードによる訓練を組み込む】など《日常業務
を活用する》を通じて，時間的な制約の中でも災害訓練
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の機会を増やす試みをしていた．
第 2 の災害対策の具体化には，次の 2 つの推進方法が

とられていた．その一つが，受け身ではなく自らの問題
として訓練・教育に取り組むことを目指した《主体性を
引き出すスタッフ教育》（【全スタッフが災害担当を経験
する】【スタッフ同士の意見交換を重視】【患者を巻き込
む活動】から生成）であった．他の一つが《職員目線の
対策》であった．一般の医療施設においては，災害対策
の重要な柱には，災害の際に第一線で患者への対応にあ
たる人員の確保がある[22]．これまでは，一般の医療施
設では家庭の事情（子供が小さい，要介護者がいるなど）
により参加を躊躇するスタッフが多いことから，《職員
目線の対策》としてこのようなスタッフに対しては家族
へのサポートを考えることが必要であると提案されてき
た[24]．これ以外のこととして，透析施設では次のよう
な《職員目線の対策》が実行に移されていることが明ら
かにされた．具体的には，災害時にいち早く施設に駆け
つけるスタッフを確保するため施設に近いところに住ん
だ場合に通常よりも多く通勤費を支給することなど【イ
ンセンティブによる人員確保】，さらに，役割と人数の
みを示すなど簡便化し，動きやすさを重視する【簡便な
アクションカードの作成】を行っていた．アクションカー
ドとは緊急時に集合したスタッフに配布されるカードで，
限られた人員と限られた医療資源で効率よく緊急に対応
することを目的としている．【簡便なアクションカード
の作成】とは，カードの作成に際して，これを実際に活
用する職員の意見を反映させることで使い勝手を良くし
ようという試みである．
ネットワーク対策については，本研究の分析の結果，
《実践的な組織的連携》《手段・目的を明確にした連携》
《顔の見える関係を築く》といった工夫がなされている
ことが明らかとなった．Ramsbottom et al[25]は，災害に
強い地域づくりに必要な条件を「背景」「基盤」「過程」
という 3 側面から明らかにしている．具体的には，文献
レビューをもとに，それぞれの側面に求められることと
して，「背景」については既存の組織の信頼関係，「基盤」
については地域の災害対策に投入される資源・資金，地
域の災害対策の能力やニーズの現状評価，「過程」につ
いては，組織同士のニーズの相互理解を促し，一方通行
の情報伝達にならないこと，を指摘している．本研究で
は，Ramsbottomらが指摘したことが透析施設において
実践され，ネットワーク形成に貢献していることが示唆
されている．すなわち，「背景」で重要とされた信頼関
係の構築については《顔の見える関係を築く》，「基盤」
として重要とされた災害対策に投入される資源・資金に
ついては，相互に活用できる資源による《手段・目的を
明確にした連携》が行われていた．「過程」に該当する
相互理解については，《実践的な組織的連携》が関係し
ており，施設間の相互訪問などで連携先の透析方法を具
体的・体験的に理解できるような活動が行われていた．
《顔の見える関係を築く》については，草野ら[26]も東

日本大震災の経験に基づき，一般の医療施設においても
共通して《顔の見える関係を築く》ことが重要であるこ
とを次のように指摘している．地域において普段から関
係機関同士が定期的な会合等で直接会うことによって交
流や連携を深める「顔が見える」関係性をもっていたた
め，大震災の時にその関係性が支援に活かされた．
災害対策全般の推進要因として，《災害対策意識を持
ち続ける》と《震災対策の機運》が生成された．災害
が起きないであろうという意識が災害対策を遅らせて
いることについては，一般医療施設を対象とした研究
においても指摘されてきた[9,27]．では，職員の災害意
識を喚起し，継続させるにはどのようにしたらよいので
あろうか．冨樫らは，一般医療施設を対象に調査し，災
害対策上の工夫をまとめているものの，職員の意識を喚
起させるような工夫については記載がなかった[9]．さ
らに，一般の医療施設における職員の災害意識の喚起策
は筆者らがレビューした限り発見できなかった．他方，
Sugisawa et alの研究[4]では，透析施設においては，災
害対策の責任者の災害対策に対する「自己効力感」が施
設の災害対策の推進に貢献していることが明らかにされ
ている．すなわち，職員の災害意識を喚起，継続させる
方法として，施設内での災害対策のキーパーソンの意欲
がいかに重要であるかが示唆されている．加えて，本研
究では《災害対策ニーズの自覚》も推進要因として重要
であった．これらの結果は，災害対策の必要性をただ強
調するだけでは災害意識を継続させることが困難である
ことを示している．すなわち，施設内の設備や運営方法，
患者の特性の変化をレビューし，災害が発生した際にど
のようなことが課題となるのかを組織的に具体的に検討
していくことが重要であることが示唆されている．この
ような方法を採用することで，職員に対して災害対策の
必要性の自覚を促し，災害対策への意識も喚起・継続さ
せることができる．
研究の限界として，以下の 3 点を指摘しておきたい．
第 1 は，患者対策，ネットワーク対策それぞれの実行度
が高い施設として選択したものの，表 2 に示したように，
それぞれの概念生成への貢献度に差が生じていた点であ
る．その理由は災害準備の推進における対象者の役割の
違いが影響していると思われる．本研究では，調査時点
で災害担当の責任者に調査を依頼した．依頼した人の中
には，前任者からの引き継ぎで災害担当の責任者となっ
ていることから，自分自身の経験として災害準備の推進
要因の詳細を語ることができない人がいた．このような
人の語りから推進要因を概念化することが困難であった．
第 2 には，災害対策の機能評価の必要性である．本研究
で対象とした施設は災害対策が量的にみて進展している
施設であり，それが機能するか否かについては不明であ
る．機能の面での評価も合わせ行い，機能を高めるため
の工夫や要因を明らかにする必要がある．第 3 は結果評
価の必要性である．本研究で明らかにされた患者対策と
ネットワーク対策の工夫，さらに災害対策の全体的な推
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進要因が現実に災害対策の実行度を高めるか否かについ
ては，結果評価によって検証する必要がある．
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